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企業による不熟練自国人労働者の優先的雇用と

不熟練外国人労働者の流入抑制

島 田

Abstract

Usingatwo-countrymacroeconomicmodeloflabormlgration,wein-

vestigatetheeffectsofminimumwagesontheinflowofunskilledfor-

elgnworkersunderthefirm'spreferentialhiringofunskillednative

workers･Weassumethatbothcountries'workersareunskilled,and

eachcountryhasaslnglelabormarketwhereunskilledlaboristraded.

Wealsoassumethatworkersmovefromacountryoflowerexpected

real-consumptionwages(nominalwagesdividedbytheconsumerprice

indexandmultipliedbytheprobabilityofemployment)toacountryof

higherwages･Weshowthatthehomecountryfacedwiththeinflowof

unskilledforelgnworkerscanreduceitbyralSlngitsminimumwages

withoutmakingunskillednativeworkeremploymentsmaller･In-

creasesinminimumwagesleadtotheloweremploymentprobabilityof

immlgrantforelgnworkers,makingtheirexpectedreal-consumption

wagesatthehomecountryrelativelylowertothoseintheforelgnCOun-

try･Wealsoshowthatthesumofunskillednativeworkerreal-con-

sumptionwagesislikelytoincreasewithincreasesinminimumwages･

Thisresultsfromthefactthatunskillednativeworkersarefullyem-

ployedaslongasincreasesinminimumwagesarelimited･Ourresults

suggestthatundertherealisticassumptionofthefirm'spreferentialhir-

ingofunskillednativeworkers,minimumwagesnotonlyreducethein-

flowofunskilledforelgnworkers,butalsoimprovethewelfareofun-

skillednativeworkers.

Keywords:internationalmlgrationoflabor;firm'spreferentialhir-

ingofunskillednativeworkers;two-countrymacroeconomicmodel
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1節 は じ め に

本論文の目的は,不熟練自国人労働者が不熟練外国人労働者よりも優先的

に雇われる2国経済において,政策当局が最低賃金を操作することによって

不熟練外国人労働者の流入を抑制することができるかどうかを明らかにする

ことである.

今日,たくさんの労働者が,国際間を移動している.一般に先進国の労働

条件は,発展途上国の労働条件よりも恵まれている.また労働者がよりよい

労働条件を求めて外国へ移動することは,合理的な行動である.このため多

くの先進国は,不熟練外国人労働者の大量流入に見舞われている.不熟練外

国人労働者の流入は受け入れ国にマイナスの影響をおよぼすことが多いた

め,多くの先進国は不熟練外国人労働者の流入を制限しようとしている.し

かし法律や制度によって不熟練外国人労働者の流入を効果的に制限すること

は難しい.

Shimada(2004)は,最低賃金を操作して不熟練外国人労働者の合理的な行

動に働きかけをおこなうことによって,不熟練外国人労働者の流入抑制が可

能であることを示した.具体的には,自国に最低賃金制が導入されると自国

で完全雇用が成立しなくなり,最低賃金が引き上げられると自国の予想実質

消費賃金率と最低賃金制を導入しない外国の実質消費賃金率の差が減少し,

不熟練外国人労働者にとって自国へ移動することが望ましくなくなる.この

ため不熟練外国人労働者の自国への流入が減少した.

このような結果を導き出すさい,Shimada(2004)は自国企業が不熟練自国

人労働者と不熟練外国人労働者を等しい確率で雇うと仮定した.このため最

低賃金が上昇すると,不熟練外国人労働者の雇用確率が低下するだけでなく,

不熟練自国人労働者の雇用確率も低下した.その結果,最低賃金の引き上げ

による不熟練外国人労働者の流入抑制は,不熟練自国人労働者の雇用量の減

少をともなった.このことは,最低賃金の引き上げによる不熟練外国人労働
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者の流入抑制にたいする一定の留保条件となった.

しかし現実の多くの企業は,自国人労働者と外国人労働者を等しい確率で

雇わない.企業が雇用量を増加させるさい,自国人労働者は外国人労働者よ

りも雇用されやすい.また企業が雇用量を減少させるさい,自国人労働者は

外国人労働者よりも解雇されにくい.いいかえれば自国人労働者の雇用確率

は通常,外国人労働者の雇用確率よりも高い.したがってShimada(2004)

は,不熟練自国人労働者と不熟練外国人労働者の雇用確率に現実的でない仮

定をおいていたといえよう.

そこで本論文は,不熟練自国人労働者の雇用確率が不熟練外国人労働者の

雇用確率よりも高いと仮定して,最低賃金の引き上げが不熟練外国人労働者

の流入や不熟練自国人労働者の厚生にどのような影響をおよばすかを調べ

る.

本論文ではまず,かぎらわた範囲内で最低賃金を引き上げるならば,最低

賃金の引き上げは不熟練自国人労働者の雇用量に影響をおよばさずに不熟練

外国人労働者の流入を抑制する可能性が高いという結果が得られる.このよ

うな結果が得られるのは,不熟練自国人労働者は優先的に雇用されるいっぱ

う,最低賃金の引き上げによる自国と外国の実質消費賃金率の差の上昇より

も最低賃金の引き上げによる不熟練外国人労働者の自国での雇用確率の低下

のほうが大きいため,自国の不熟練外国人労働者の予想実質消費賃金率と外

国の実質消費賃金率の差が低下し,不熟練外国人労働者にとって自国へ移動

することが望ましくなくなるからである.

また本論文では,最低賃金の引き上げによって自国人労働者が受け取る実

質消費賃金の合計が増加するという結果が得られる.このような結果が得ら

れるのは,最低賃金の引き上げは自国の実質消費賃金率を上昇させるいっぱ

う,最低賃金の引き上げがかぎられた範囲内であれば不熟練自国人労働者の

雇用量に影響をおよはさないからである.

要するに不熟練自国人労働者と不熟練外国人労働者の雇用確率に現実的な
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仮定をおいたもとでは,最低賃金の引き上げは不熟練外国人労働者の流入を

抑制するばかりでなく,不熟練自国人労働者の厚生を上昇させる.

本論文は以下,2節で労働の初期保有量が異なる2国経済の構造と国際労

働移動をしょうじさせる要因を仮定する.3節は,企業が不熟練自国人労働

者を優先的に雇うもとで政策当局が最低賃金を操作すると,不熟練外国人労

働者の流入や不熟練自国人労働者が受け取る実質消費賃金の合計にどのよう

な影響がしょうじるかを調べる.4節は本論文をまとめ,今後改善し検討す

べき点をあげる.

2節 モ デ ル

本論文は,Shimada(2004)と同じようにJ国とA国からなる2国経済を想

定する1).J国とA国は,輸出入と労働移動によって依存しあっている.そ

れぞれの国の経済主体は,複数の不熟練労働者,1つの企業および政策当局

からなる.

それぞれの国の労働市場は,最低賃金制が導入されないばあい競争的であ

る.すなわち最低賃金制が導入されないばあい,それぞれの国の名目賃金率

と雇用量は,それぞれの国の労働需要と労働供給が等しくなるように決定さ

れる.

それぞれの国にはあらかじめそれぞれの国出身の労働者が存在している

が,これらの労働者は2国のあいだを移動できる.A国出身の労働者がJ国

へ移動するばあい,J国の労働者はJ国出身の労働者とJ国へ移動したA国

出身の労働者からなり,J国出身の労働者がA国へ移動するばあい,A国

の労働者はA国出身の労働者 とA国へ移動 したJ国出身の労働者からな

る2).

1)ただしShimada(2004)ではJ国とA国それぞれを,homecountryとforeigncountryと
よんでいる.

2)国際労働移動をしょうじさせる要因については,本節の後述を参照せよ.
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それぞれの国の企業は,自国人労働者が流出するばあいは白国人労働者だ

けを需要し,外国人労働者が流入するばあいは自国人労働者と外国人労働者

を需要して,1種類の財を生産する.ただし本論文ではShimada(2004)と

は異なり,最低賃金制が導入され完全雇用が成り立たないばあい,自国人労

働者と外国人労働者は等しい確率で雇われない3)

J国企業(A国企業)によって生産される財,すなわちJ国財(A国財)は,

J国(A国)で需要されるばかりでなくA国(J国)でも需要されるため,A国

(J国)へ輸出される.

それぞれの国は, 1つの貨幣市場をもつ.貨幣が唯一の金融資産であり,

J国通貨(A国通貨)はJ国居住者(A国居住者)によってのみ保有される.

2国経済の構造方程式をつぎのように仮定する.本論文の構造方程式は,

Jensen(1993),Zervoyianni(1997),Agiomirgianakis(1998)などにしたがっ

たShimada(2004)と同じである.変数は特に断らないかぎり,自然対数表

示である.

y-al,y*-al*,0<a<1･

i-一七 (叫 )･i宝 .na,l*-1宝 (W*-p*)+iiBlna･ (2)

Z≡e+p*-A.

y-y*-bz,b>0.

q--p+cz,q*≡p*-cz,0<C<1/2.

uJ,≡u)-q,wc*≡ W *-q*･

∽ -♪+〟,∽*-♪*+γ *.

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(1)式は,J国企業の生産関数とA国企業の生産関数である･ここで,yは

3)労働市場が競争的でないばあいに,企業が自国人労働者と外国人労働者をどのように

雇うかについては3節を参照せよ.
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J国企業の生産高(J国の国民所得),y*はA国企業の生産高(A国の国民所

得),JはJ国の雇用量, J*はA国の雇用量を表し,αは自然対数表示され

ていない定数である.(2)式は,J国企業の労働需要関数とA国企業の労働

需要関数である.J国企業の労働需要関数はJ国企業の利潤最大化から導き

出されたものであり,A国企業の労働需要関数はA国企業の利潤最大化から

導き出されたものである.ここで,W はJ国の名目賃金率,pはJ国財価格,

W*はA国の名目賃金率,p*はA国財価格である.(3)式は,実質為替レー

トZの定義式である.ここでeは,A国通貨 1単位あたりのJ国通貨の単位

数で測った名目為替レー トである.(4)式は,J国の貿易収支均衡条件式と

A国の貿易収支均衡条件式である.ここでbは,自然対数表示されていない

定数である.実質為替レー トの変化が 2国の国民所得の差の変化よりも貿易

収支に大きな影響をおよばすならばあは1よりも大きく,2国の国民所得の

差の変化が実質為替レー トの変化よりも貿易収支に大きな影響をおよぼすな

らばbは 1よりも小さい4).(5)式は,J国の消費者物価指数 qの定義式 と

A国の消費者物価指数q*q)定義式である5).ここでCは,自然対数表示さ
れていない定数である.(6)式は,J国の実質消費賃金率 u)Cの定義式とA国

の実質消費賃金率wc*の定義式である.(7)式は,J国の貨幣市場の均衡条件

式 とA国の貨幣市場の均衡条件式である.ここで,桝はJ国の名 目貨幣ス

4)J国の貿易収支TBおよびA国の貿易収支TB*は,

TB--TB*-αll-α2(y-y*),α1,α2>0,

と表される.ここでα1,α2は,自然対数表示されていない定数である.J国の貿易収支と

A国の貿易収支が均衡するためには,

y-y*-(α1/α2)i,

が成立しなければならない.(4)式は,α1/α2をわで置き換えたものである.実質為替レー

トの変化がy-y*の変化よりも貿易収支を大きく変化させるならばα1>α2からb>1であ

り,y-y*の変化が実質為替レートの変化よりも貿易収支を大きく変化させるならばα1<

α2からわく1である.

5)J国の消費者物価指数(非自然対数表示)はPl~C(EP*)Cとも表され,A国の消費者物価

指数(非自然対数表示)はP*1-C(P/E)Cとも表される･ただし,P≡expP,E…expe,P*

≡expp*である･



企業による不熟練自国人労働者の優先的雇用と
不熟練外国人労働者の流入抑制

7

トック,m*はA国の名目貨幣ストソクである.それぞれの国の名目貨幣ス

トックは通常,それぞれの国の政策当局によって操作されるが,本論文では

分析をつうじてこれらは一定であると仮定する6).(7)式は,J国の総需要

関数とA国の総需要関数とも読み替えられる.

最低賃金制が導入されなければ,すべての労働者がかならず雇われるから,

雇用確率は国際労働移動に影響をおよぼさない.そこで本論文は,最低賃金

制が導入されないばあい,2国の実質消費賃金率の差によって国際労働移動

がしょうじると仮定する.具体的には,J国の実質消費賃金率がA国の実質

消費賃金率よりも高ければ,A国出身の労働者がd(wc-wc*)だけJ国へ移動

すると仮定する.またA国の実質消費賃金率がJ国の実質消費賃金率よりも

高ければ,J国出身q)労働者がd(wc*-wc)だけA国へ移動すると仮定する.

ここでdは,自然対数表示されていない正の定数である.

国際労働移動にかんする仮定から,J国の完全雇用量IfとA国の完全雇

用量J*/はそれぞれ,

lf≡i-+d(wc-wc*), (8.1)

l*f=i*+d(wc*-u'C), (8.2)

と定義される.ここで,iは国際労働移動がおこらないばあいのJ国の完全

雇用量(J国の労働の初期保有量),持 ま国際労働移動がおこらないばあいの

A国の完全雇用量(A国の労働の初期保有量)である.本論文はShimada

(2004)と同じように,i-<iT*を仮定する.このため本論文のJ国の経済構造

とA国の経済構造は,労働の初期保有量にかんして非対称的である.

(1)式から(7)式をもちいて,J国とA国の雇用量,J国企業とA国企業の

生産高(J国とA国の国民所得),J国財価格とA国財価格,実質為替レート,

J国とA国の消費者物価指数,J国とA国の実質消費賃金率を∫国とA国の

名目賃金率とJ国とA国の名目貨幣ストックの関数として表す.

6)本論文の政策当局は,最低賃金を操作する,3節を参照せよ
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l-m-W+lna.

l*-m*-W*+lna.

y-a(m-W)+alna.

y*-a(m*-W*)+alna.

p-(1-a)m+au)-alna.

p*-(1-a)m*+aw*-alna.

2-芸im-W-(m*一㌦))･

q-(-a･ic)(m-W,･--ic(-*-W*,-alna･
q*-(-a･%)(m*-W*)I-*-alC(--W)-alna･
wc-(1-a･=)(W--)一筈(W*--.,+alna･

wc*-(1la･iC)(W*--*)-iC(W--)･alna.
以下では必要におうじて(9.1)式から(9.ll)式をもちいる7).

経 営 と 経 済

(9.1)

(9.2)

(9.3)

(9.4)

(9.5)

(9.6)

(9.7)

(9.8)

(9.9)

(9.10 )

(9 .l l )

3節 企業による自国人労働者の優先的雇用と最低賃金制

すでにShimada(2004)で最低賃金制が導入されないばあいに,労働の初

期保有量の大きいA国出身の労働者が労働の初期保有量の小さいJ国へ移動

することを示した.具体的には(8.1)式と(8.2)式それぞれに(9.10)式と(9.

ll)式を代入した式をそれぞれ(9.1)式と(9.2)式と等しいとおき,m-Wと

m*-u)*を求めた.これらから最低賃金制が導入されないばあいのJ国の完

全雇用量とA国の完全雇用量がそれぞれ,

7)(9.1)式から(9.ll)式の経済学的解釈については,島田(2000)pp.10-13を参照せよ
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･f-i-･d(1-a･%C)ll+2d(11a･%C))-I(-t･t*), (loll)

･*f-t*･d(lla･%)(1･2d(lla+%))~1(.-*･テ), (10･2)

と決まった,i-<iJ*から(10.1)式と(10.2)式は,それぞれIf>i-とl*f<i~*で

あることを示している.いいかえればA国出身の労働者がJ国へ移動する.

J国はA国からの労働者の流入に見舞われている.J国は最低賃金制を導

入することにより,A国からの労働者の流入を抑制できるだろうか.本節の

以下の部分では,最低賃金の操作による不熟練外国人労働者の流入抑制の可

能性を,Shimada(2004)とは異なった仮定のもとで検討する.

本論文は∫国が最低賃金制を導入しJ国で完全雇用が成り立たないばあ

い,J国企業は自国人労働者を外国人労働者よりも優先的に雇うと仮定する.

具体的にはJ国企業は,最低賃金 u)mi｡で労働者を雇うが,自国人労働者と

外国人労働者を等しい確率で雇わない.J国企業はまず,最低賃金のもとで

しょうじる労働需要をJ国出身の労働者によってみたそうとする.J国企業

はつぎに,J国出身の労働者でみたせなかった労働需要をA国出身の労働者

でみたそうとする.

このような仮定のもとでは,最低賃金がJ国の労働需要量を最低賃金制が

導入されないばあいのJ国の完全雇用量に一致させる名目賃金率(このよう

な名目賃金率をwlとする)と等しければ,J国出身の労働者とJ国へ移動

したA国出身の労働者はすべて雇われる.また最低賃金がJ国の労働需要量

をJ国の労働の初期保有量に一致させる名目賃金率(このような名目賃金率

をuJ2とする)と等しければ,J国出身の労働者はすべて雇われるが,J国

へ移動したA国出身の労働者はまったく雇われない.さらに最低賃金がwl

よりも高くW2よりも低ければ,J国出身の労働者はすべて雇われるが,I

国へ移動したA国出身の労働者の一部は雇われない.したがってJ国へ移動

したA国出身の労働者の雇用確率(非自然対数表示)をαとすると,wmin-u)1
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のときα-1であり,uJ1<wmin<W2ならば0<α<1であり,wmin-W2のとき

α-Oである.いっぱうA国では最低賃金制が導入されないため,A国にと

どまるA国出身の労働者はすべて雇われる.

J国の政策当局は,最低賃金をwlとW2のあいだに設定すると仮定する8).

このようなばあい国際労働移動は,J国の予想実質消費賃金率1nα+wcと

A国の実質消費賃金率の差によってしょうじる.具体的にはJ国の予想実質

消費賃金率がA国の実質消費賃金率よりも高ければ,A国出身の労働者が

d(lnα+wc-u)C*)だけJ国へ移動し,A国の実質消費賃金率がJ国の予想実

質消費賃金率よりも高ければ,J国出身の労働者がd(wc*-1nα-wc)だけA

国へ移動すると仮定する9).

したがってJ国が最低賃金制を導入するばあいのJ国の完全雇用量tfとA

国の完全雇用量t*fはそれぞれ,

ij≡i-+d(lnα+w c-wc*),

t*f…i-*+d(u'C*-1nα-wc),

と定義され,J国へ移動したA国出身の労働者の雇用確率(非自然対数表示)

αは,

_LIL
lt=L,(. (ll )

と定義される.ここで,L,≡expl,L～f…exptf,L- ≡exptである.(ll)式の
分母はJ国へ移動するA国出身の労働者数(非自然対数表示)を表し,(ll)式

の分子はJ国へ移動LJ国で雇われるA国出身の労働者数(非自然対数表示)

を表す.wl<uJmin<W2であるため,0<α<1である.

(9.10)式と(9.ll)式からWc*/Wcを求める.

8)仮にWmi｡-wlならば,(10.1)式と(10.2)式から,A国出身の労働者がJ国へ移動する･

また仮にWmin>W2ならば,J国出身の労働者の一部も雇われなくなってしまう.

9)われわれは不熟練外国人労働者がリスク愛好者でないと仮定している.しかし現実の

経済では,たとえ雇用確率が低くても豊かな国へ移動しようとする労働者もいる.
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l仁
Wc(
Ⅳ*

▲i戸)
1-a+2ac/b

(

Wmin
〟 )

-(1-a+2ac/b)

ll

ここで,Wc*=expu'C*,Wc…expwc,W*≡expw*,M*≡expm*,Wmin≡

expwmin,M≡expmである.A国の労働市場の均衡条件式(M*/W*)a-

L-*(Wc*/αWc)d(9.2式および8.2'式参照)に(12)式を代入し,A国の名目賃

金率(非自然対数表示)を′国の名目賃金率(非自然対数表示)の関数として表

す.

d(1-a+2ac/b)
*d(1-a+2ac/b)+1

-ad(1~a+2ac/b)+1L~q<仙＼⊥W】WレJV/▲αd(lla+2ac/b)十1 d(lla+2ac/b)+1
(12)式に(13)式を代入し,両辺に自然対数をとり,u)minで微分する.

d(uJc*-wc)ー 1-a+2ac/b . d(1-a+2ac/b) dln α
皿 =~d(1-1a二2去諒 +1+d("1＼三 a i 2 a-C扇 )}1 1 蒜 =dwmin

また(ll)式の両辺に自然対数をとり,wminで微分する.

∴ ニ ー :_:･,. -:.:･!_
dL～fd(uJc-wc*)
L～f-L- duJmin

(14)

盟闇 E

ここで,d(u)C*-wc)/du)minはwc*-wcのwminにかんする徴係数であり,dlnα

/du)minは1nαのwminにかんする徴係数である10).

(14)式と(15)式から,最低賃金がJ国の実質消費賃金率とA国の実質消費

賃金率の差におよばす影響と最低賃金がJ国へ移動したA国出身の労働者の

雇用確率におよばす影響が得られる.

d(wc-u'C*) 1
dwmin det

dlnα 1

dwmindet

lla+2ac/b
d(1-a+2ac/b)+1

L 1-a+2ac/b

dLfl.d(トa+2ac/b) L
-a+2ac/b)+1L-I (.16')

L-Ll d(1-a+2ac/b)+1
(17)

ここで,det≡1+id(1-a+2ac/b)+1)~1(dL～f/(L～f-Ll)である.(16)式によ
ると,最低賃金が上昇するとJ国の実質消費賃金率とA国の実質消費賃金率

10)したがってこれらの徴係数におけるdは,(8.1')式などの係数dとは異なる
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の差が増加する.いっぽう(17)式によると,最低賃金が上昇するとJ国へ移

動したA国出身の労働者の雇用確率が低下する.

(16)式と(17)式から,最低賃金がJ国へ移動したA国出身の労働者にとっ

ての予想実質消費賃金率とA国の実質消費賃金率の差におよばす影響は,つ

ぎのように求められる.

d(lna+wc-wc*)_1 1
dwmin detd(1-a+2ac/b)+1(-LB ･1-a+管 )･(18)

最低賃金はuJ1とW2のあいだに設定されるから,L>LJである.このため

-L/(L-Ll<-1である.またb>1ならば,0<1-a+2ac/b<1である.

したがって(18)式によるとb>1ならば,d(lnα+w c-wc*)/dwmin< 0である.

このため∂>1ならば,最低賃金が上昇するとA国出身の労働者のJ国への

移動が減少する.bが1よりも大きいかいなかは実証的な問題であるが,実

証研究によると多くの国で実質為替レートの変化が2国の国民所得の差の変

化よりも貿易収支を大きく変化させる可能性が高く,btま1よりも大きい可

能性が高い(Agiomirgianakis1998,脚注9)･したがってJ国の政策当局は最

低賃金を引き上げることにより,J国はA国からの不熟練労働者の流入を抑

制できる可能性が高い.

この結果は,つぎのように説明される.最低賃金が上昇するとJ国へ移動

したA国出身の労働者は,より高い相対的な実質消費賃金が得られるいっぱ

う,雇用されにくくなってしまう(16式および17式参照).b>1ならば,後

者の効果が前者の効果を上回る.このため最低賃金が上昇すると,A国の実

質消費賃金率にたいするJ国の予想実質消費賃金率が相対的により低くな

る.したがってA国の労働者にとってJ国へ移動することが望ましくなくな

る.

最低賃金が上昇すると,J国の実質消費賃金率が上昇する11).またJ国企

ll)dw c/du'min- (d ( ト a十 2a c/b )+ 1) ~ 1〈d (1-a+ 2a c / b )(1-a)+ lla+a c/b- d (dlnα /
du)mln))>0.
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業がJ国出身の労働者をA国出身の労働者よりも優先的に雇い,最低賃金が

wlとuJ2のあいだに設定されるかぎり,J国出身の労働者はすべて雇用され

る.したがって最低賃金の上昇はA国からの不熟練労働者の流入を抑制する

可能性が高いだけでなく,J国出身の労働者が受け取る実質消費賃金の合計

を増加させ,不熟練自国人労働者の厚生を上昇させるといえよう.

4節 ま と め

Shimada(2004)は最低賃金制の導入が国際労働移動におよぼす影響を分析

し,政策当局が最低賃金を引き上げると,労働者の合理的な行動へのはたら

きかけをつうじて不熟練外国人労働者の流入が抑制されることを明らかにし

た.Shimada(2004)は労働市場が競争的であり,企業が不熟練自国人労働者

と不熟練外国人労働者を等しい確率で雇うと仮定した.しかし現実には労働

市場が競争的であっても,賃金が等しければ不熟練自国人労働者は不熟練外

国人労働者よりも企業に雇用されやすく,解雇されにくい.そこで本論文は

企業が不熟練自国人労働者を不熟練外国人労働者よりも優先的に雇うと仮定

して,最低賃金の操作が不熟練外国人労働者の流入におよばす影響を調べた.

そして本論文は,最低賃金の引き上げがかぎられた範囲内であれば,不熟練

自国人労働者の雇用量に影響をおよぼさずに不熟練外国人労働者の流入を抑

制する可能性が高いことを明らかにした.また政策当局が最低賃金をかぎら

れた範囲内で操作するならば,最低賃金の引き上げは不熟練自国人労働者が

受け取る実質消費賃金の合計を増加させることを明らかにした.これらの結

果は,現実的な不熟練自国人労働者と不熟練外国人労働者の雇用確率のもと

で,最低賃金の引き上げが不熟練外国人労働者の流入抑制にたいしてより有

効であることを合意している.

本論文で今後改善し検討すべき点として,つぎのことがあげられる.1つ

は,自国企業は不熟練自国人労働者によって労働需要をみたしたあと,みた
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せなかった労働需要を不熟練外国人労働者によってみたすという仮定であ

る.現実の企業は,かならずLもすべての不熟練自国人労働者を不熟練外国

人労働者よりも優先的に雇うとはかぎらない.仮に一部の不熟練外国人労働

者が不熟練自国人労働者よりも優先的に雇われるならば,最低賃金の引き上

げによって不熟練自国人労働者の雇用量が減少するため,不熟練自国人労働

者が受け取る実質消費賃金の合計が増加するとはかざらない.このようなば

あい政策当局は,不熟練外国人労働者の流入抑制にたいする効果と不熟練自

国人労働者の雇用や彼らが受け取る実質消費賃金の合計にたいする影響を比

較して最低賃金を決定するだろう.これについては今後検討してみたい.も

う1つは,不熟練自国人労働者の名目賃金率と不熟練外国人労働者の名目賃

金率が等しいという仮定である.現実の企業は,かならずLも不熟練自国人

労働者と不熟練外国人労働者を同質であるとは見なさない.このためこれら

の労働者にたいして等しい賃金が支払われるとはかざらない.不熟練自国人

労働者と不熟練外国人労働者の賃金格差が大きければ,企業は不熟練外国人

労働者を不熟練自国人労働者よりも優先的に雇うかもしれない.このような

ばあいにも最低賃金を操作することによって,不熟練自国人労働者の雇用量

に影響をあたえずに不熟練外国人労働者の流入を抑制するこ.tが可能だろう

か.これについても今後検討してみたい.
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